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１. 15年  3月期の連結業績（平成 14年 4月 1日 ～ 平成 15年 3月 31日）

(1)連結経営成績 (注）記載金額は単位未満を切り捨てて表示しております。

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

15年 3月期 145,316 - △ 908 - △ 948 -
14年 3月期 - - - - - -

            当期純利益
１ 株 当 た り

当期純利益

潜在株式調整

後１株当たり

当期純利益

株 主 資 本

当期純利益率

総 資 本

経常利益率

売 上 高

経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

15年 3月期 △ 955 - △ 7.05 - △ 2.0 △ 0.8 △ 0.7
14年 3月期 - - - - - - -
（注）①持分法投資損益    15年 3月期    98 百万円   14年 3月期   － 百万円

      ②期中平均株式数（連結）  15年 3月期 135,488,817 株    14年 3月期   －  株

      ③会計処理の方法の変更　　 無

      ④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

        なお、決算初年度であるため、前年数値及び増減率は表示しておりません。

(2)連結財政状態

百万円 百万円 ％ 円　　銭

15年 3月期 112,741 47,286 41.9 349.13
14年 3月期 - - - -
（注）期末発行済株式数（連結）  15年 3月期 135,443,038 株    14年 3月期  －  株

(3)連結キャッシュ･フローの状況

百万円 百万円 百万円 百万円

15年 3月期 4,385 △ 3,531 1,311 7,407
14年 3月期 - - - -

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項

    連結子会社数  8　社   持分法適用非連結子会社数　   -  　社   持分法適用関連会社数　4　社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況

    連結（新規）  1 社    （除外）   1 社    持分法（新規）  - 社    （除外）  1 社

２. 16年 3月期の連結業績予想（ 平成 15年 4月 1日  ～  平成 16年 3月 31日 ）

百万円 百万円 百万円

中 間 期

通    期

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）    円    銭

※

売  上  高 経  常  利  益 当 期 純 利 益

営　業　利　益 経　常　利　益

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期   末   残   高

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

上  場  会  社  名       

１株当たり株主資本総  資  産 株  主  資　本 株主資本比率

売    上    高

上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報にもとづき作成したものであり、実際の業績は今後様々な要因に
よって予想値と異なる場合があります。また、平成15年4月1日より新たに事業子会社となった吉原製油㈱の数値を含んでお
ります。なお、上記業績予想に関する事項は、添付資料の４ページをご参照下さい。



１．企業集団の状況

事業の系統図は次の通りであります。

◎

◎子会社

○関連会社

原料

製品

加工

保管

㈱ Ｊ － オ イ ル ミ ル ズ （ 持 株 会 社 ）

  当企業集団は、㈱Ｊ－オイルミルズ（当社）、子会社１６社、関連会社７社により構成され、食品事業を中心に事業活動

を展開しております。なお、食品事業は主に油脂、油糧、スターチの製造、加工、販売を行っており、その他の事業は主に飼

料、化成品の製造、加工、販売、ならびに倉庫業務を行っております。

  当社は、平成１４年４月１日、商法に定める株式移転により、㈱ホーネンコーポレーション及び味の素製油㈱を完全子会

社とする持株会社として設立されました。

◎豊年商事㈱

◎楽陽食品㈱

◎豊神サービス㈱

◎ホーネンサービス㈱
◎坂出ユタカサービス㈱

◎豊年リーバ㈱

◎ホーネンビジネスサービス㈱

◎ホーネン物流㈱

◎日華油脂㈱

◎小野商事㈱

◎西部日華商事㈱

◎㈲日華サービス

◎横浜パック㈱

◎千葉オーシャンターミナル㈱

○㈱ユタカケミカル
○日本大豆製油㈱

○㈱サンホニック

○ハンドリングサービス㈱

○太田油脂㈱ ○末広運輸㈱

○Siam Starch Co.,Ltd.

得

 

 

 

 

意

 

 

 

 

先

食品事業 その他の事業

輸送業務

工場警備業務

梱包業務

ｸﾞﾙｰﾌﾟ内融資業務及び間接業務受託

製品
製品

製品

製品 製品

外注加工

外注加工

原料 製品
外注加工

外注加工 受託加工

製品

外注加工

製品

製品 製品

保管

製品 製品

外注加工

外注加工

味の素㈱
（その他の関係会社）

輸送業務

◎ 味 の 素 製 油 ㈱

◎ ㈱ ホ ー ネ ン コ ー ポ レ ー シ ョ ン

※当社は、平成１５年４月１日、株式交換により吉原製油㈱と経営統合を行い、㈱豊年味の素製油の商号を㈱Ｊ－オイルミル

ズに変更しております。この経営統合により、次の会社が企業集団に加わっております。

子会社…吉原製油㈱、㈱吉原商店、ゴールデンサービス㈱、ゴールデンマーケティング㈱

関連会社…ゴールデントランスポート㈱

なお、日本大豆製油㈱は持分が１００％となるため、関連会社から子会社になっております。

製品

製品
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２．経営方針

(1)経営の基本方針

　当社グループは、次の３つをグループ経営の基本方針としてまいります。

Ａ．製油企業としての国際競争力を構築する。

　  ・世界に通用する企業グループとなり、グローバル市場への展開を目指す為に国際競争力の構築を図る。

Ｂ．価値ある商品づくり。

　　・植物油を中心とした食品関連事業を通じて、豊かな食生活と健康に貢献する。研究開発力をいかんなく発

揮し、お客様にご満足いただける｢価値ある商品」を継続的に提供し、企業価値の拡大を図る。

Ｃ．ＳＨＥを大切にする。

　　・”Ｓａｆｅｔｙ， Ｈｅａｌｔｈ　＆　Ｅｎｖｉｒｏｎｍｅｎｔ”（安全・健康・環境）を意識した事業活

動を展開し、社会的責任を全うする。

(2)対処すべき課題および中長期的な経営戦略

　当社は、平成１４年４月１日、㈱ホーネンコーポレーションと味の素製油㈱の共同持株会社「㈱豊年味の素製油」

として設立され、平成１５年４月１日、吉原製油㈱との経営統合を機に、社名を「㈱J-オイルミルズ」に改めまし

た。

　製油業界におきましては、国内市場の成熟化に対処するための植物油脂の新しい価値の提供、および、グローバ

ル経済化の進展に伴う国際的なコスト競争力の強化が課題となっております。

　このような課題に対処するため、当社グループは、次の 2つを柱とする経営戦略をとってまいります。

①国際競争力強化のためのコストダウン

３社統合に伴う下記施策により、設立初年度（平成１４年度）から５年間で８０億円以上のコストダウンを目

指します。

Ａ．物流施策

　・グループの工場やストックポイントを相互利用し、基地の集約化や配送効率の向上を図る。

　・グループの工場間で需要立地の生産最適化を行い、製品配送費及び在庫の削減を図る。

　・相互のノウハウ共有。

Ｂ．生産効率化

　・社外に依存していた生産をグループ内部に取り込み、稼動率向上を図る。

　・グループの生産ノウハウ共有により歩留まり向上、ロスの削減､品質向上等を図る。

Ｃ．購買施策

　　・製品資材の統一化。

　　・原料の共同購買化。

Ｄ．要員構造施策

①グループ内の共通業務を早期に共同運営化し、業務量を削減。

②退職（定年退職が主）時の不補充等により、要員を削減。　

②国内市場成熟化に対処するための商品開発

Ａ．統合シナジーで開発力を強化

①商品開発ノウハウ・研究データを相互活用。

②重複分野は効率化し、新規分野に再配分。

Ｂ．４つの重点方針に沿っての商品開発

１．油脂の高度機能性追求と用途開発

①業務用：炊飯油、離型油、フライ油、炒め油、練り込み油、加工油脂、食用外用途 等

②家庭用：健康油で「健康サララ」「リノレンリッチｄｅからだ健康」、調理臭を抑えた油「ピュアライト」

等

２．新油糧種子の利用による用途開発

　　  　・菜種：高オレイン酸油　・ひまわり：ミッドオレイン油　等

３．油脂の風味研究等、油調理のおいしさ追求

４．搾油原料中の有効な微量成分の活用
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(3)利益配分に関する基本方針

  当社は、利益配分の方針といたしまして、株主への安定した利益還元の維持に努めるとともに、企業体質の強

化や積極的な事業展開に必要な内部留保の確保に充分配慮することが重要であると考えております。内部留保金

は、今後の経営環境の変化に対処するため、財務内容の充実および事業展開などに有効活用する所存であり、将

来的には業績の向上を通じて株主に還元したいと考えております。

(4)コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方およびその施策の実施状況

（基本的な考え方）

  当社は、㈱ホーネンコーポレーション、味の素製油㈱および吉原製油㈱という３つの事業会社の持株会社として、

３社を含むグループ全体の経営戦略を策定するとともに、各事業会社の事業活動を統括管理しております。このよ

うな事情から、当社においては、特にコーポレート・ガバナンスの充実が重要な経営課題であると認識しておりま

す。

（その施策の実施状況）

　経営管理組織としましては、経営会議において、グループ経営戦略の策定を行うとともに、各事業会社の重要な

業務執行の決裁を一元的に行っております。

　また、取締役会は、株主利益の確保の観点から、経営会議の決定事項のうち重要なものについて決裁し、グルー

プ各社の業務執行につきその報告を受け監督しております。

　監査役は、２人の社外監査役を含め、適法性・適正性の観点から、当社およびグループ会社の業務執行を監査し

ております。

 (5)投資単位の引下げに関する考え方および方針等

当社は、株式の流動性向上および個人投資家の拡大のためには、投資単位の引下げが重要であると考えておりま

す。将来、現状の投資単位が流動性向上および個人投資家拡大の妨げになるような状況となった場合、費用および

効果を勘案したうえで、積極的に検討していきたいと考えております。

３．経営成績および財政状態

(1)経営成績

　当期のわが国経済は、リストラの推進や輸出の増加などにより企業業績が一部に持ち直しを見せたものの、同時多

発テロ後の世界経済の先行きに対する懸念から設備投資の回復には至らず、また、厳しい雇用情勢による先行き不安

から個人消費も低迷するなど、景気は底ばい状態をたどりました。

製油産業におきましては、世界的な異常気象による原料価格の高騰や、長期にわたるデフレの進行など、多くの課

題を抱え、厳しい情勢の下に推移しました。

  このような環境の下、当社グループ各社は、油脂製品等の価格是正、コストダウン、プレミアムオイルなど高付加

価値商品の拡販に注力してまいりました。また、グループとして、工場の相互乗り入れ、容器の統合、マーケティン

グの再編成など、開発・生産・販売の各分野にわたって効率的経営の推進を図りました。

  以上の結果、当期の連結決算につきましては、売上高は１，４５３億１６百万円となりました。しかし、利益面で

は、原料価格の高騰により、９億４８百万円の経常損失、９億５５百万円の当期純損失を計上しました。

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。

（食品事業）

油脂部門では、国内の食用油の需要はほぼ横ばいでしたが、原料高騰により収益が大きく圧迫されました。

　大豆油の主原料である米国産大豆は、多雨と干ばつの天候異変のため、期初１ブッシェル当たり４ドル台後半であ

った相場が一時は６ドル台をつけ、その後も高値圏で推移しました。

　菜種油の主原料であるカナダ産菜種も記録的な干ばつの影響を受け、収穫高が２年前の半分以下まで落ち込んだた

め、期初１トン当たり３２０加ドル台であった相場は急騰し、一時４５０加ドル台をつけるなど、高値圏で推移しま

した。

このような環境の下、原料価格を反映した製品価格の是正に全力で取り組んでまいりましたが、長引くデフレによ

り難航しました。
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業務用加工油脂部門においては、製菓・製パン用マーガリン・ショートニングの高付加価値化と、新たな販路獲得

に積極的に取り組みました。

　油糧部門においては、主要需要先である配合飼料業界は、前年度から生産量が回復に向かいました。当部門の

売上高は、特に脱脂大豆の販売数量が肉骨紛の使用禁止などにより増加したこともあり、比較的好調に推移しま

した。

　食品用化工澱粉部門においては、主たる製品であるコーンスターチの需要は全体としては低迷しましたが、冷凍食

品向け化工澱粉などの高付加価値商品の拡販に努めました。

　以上の結果、当事業の売上高は１，３１８億３５百万円となりました。

（その他事業）

　化成品部門においては、住宅着工件数が低迷する中、建築基準法の改正に伴なう、建材からの放出ホルマリン規制

の強化に対応した合成接着剤の開発などに努めた結果、比較的好調に推移しました。

　飼料部門においては、 国内需要がやや増加したこともあり、当部門の注力する乳牛用を中心に比較的堅調に推移

しました。

　以上の結果、当事業の売上高は１３４億８０百万円となりました。

 (2)財政状態

  連結キャッシュ・フローにつきましては、営業活動によるキャッシュ・フロー４３億８５百万円、投資活動

によるキャッシュ・フロー△３５億３１百万円、財務活動によるキャッシュ・フロー１３億１１百万円となり、

その結果、現金及び現金同等物の当期末残高は７４億７百万円となりました。

  なお、当連結会計年度は連結財務諸表の作成初年度であるため、前年同期との比較分析は行っておりません。

  キャッシュ・フロー指標

  

平成15年3月期
自己資本比率（％） 41.9              
時価ベースの自己資本比率（％） 21.9              
債務償還年数（年） 8.3                
インタレスト・カバレッジ・レシオ 12.6              
自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い

※各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。

※株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数（自己株式控除後）により算出しております。

※営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用

しております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている短期借入金及び長期借入金を対象として

おります。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。

 (3)次期の見通し

  次期の見通しにつきましては、わが国経済は、イラク戦争後の世界経済に対する懸念や株価下落などにより、景気

は引き続き低迷を続けると予想されます。

  製油産業におきましては、原料高に加え、デフレ傾向が引き続き進むなど、厳しい環境が予想されます。

  このような見通しのもと、当社グループにおきましては、㈱ホーネンコーポレーション、味の素製油㈱、および、

平成 15 年 4月 1 日より新たに事業子会社となった吉原製油㈱の３社が一体となって、前記「２．経営方針」に記載し

ました施策を遂行してまいります。

  新たに連結子会社となった吉原製油㈱も含めた、次期の連結業績予想といたしましては、売上高○○億円、経常利

益○億○百万円、当期純利益○億円を見込んでおります。



（単位：百万円）

金額 構成比 金額 構成比

％ ％

Ⅰ流動資産 Ⅰ流動負債

1 現金及び預金 7,407     1 支払手形及び買掛金 14,254    
2 受取手形及び売掛金 26,736    2 短期借入金 30,450    
3 有価証券 8         3 1年内返済長期借入金 2,553     
4 たな卸資産 22,736    4 未払法人税等 95        
5 繰延税金資産 1,075     5 未払消費税等 524       
6 その他 2,348     6 賞与引当金 237       
貸倒引当金 △58      7 その他 9,418     
流動資産合計 60,254    53.4 流動負債合計 57,534    51.0 

Ⅱ固定資産 Ⅱ　固　定　資　産固定負債

1 有形固定資産 1 長期借入金 3,377     
(1) 建物及び構築物 11,760    2 退職給付引当金 2,585     
(2) 機械装置及び運搬具 14,674    3 役員退職慰労引当金 475       
(3) 土地 13,852    4 長期預り敷金保証金 37        
(4) 建設仮勘定 639       5 繰延税金負債 1,445     
(5) その他 489       固定負債合計 7,920     7.0  

有形固定資産合計 41,416    負債合計 65,455    58.1 

2 無形固定資産

(1) 営業権 1,445     
(2) その他 1,626     少 数 株 主 持 分 - - 

無形固定資産合計 3,071     
3 投資その他の資産

(1) 投資有価証券 5,128     Ⅰ資本金 10,000    8.9  

(2) 長期貸付金 450       Ⅱ資本剰余金 26,954    23.8 

(3) 繰延税金資産 1,559     Ⅲ利益剰余金 9,582     8.5  

(4) その他 1,163     Ⅳその他有価証券評価差額金 779       0.7  

貸倒引当金 △302     Ⅴ為替換算調整勘定 △13      △0.0 

投資その他の資産合計 7,999     Ⅵ自己株式 △16      △0.0 

固定資産合計 52,487    46.6 資本合計 47,286    41.9 

112,741   100.0 112,741   100.0 資産合計 負債、少数株主持分及び資本合計

（少数株主持分）

（資本の部）

４．連結財務諸表等

科目 科目

（資産の部） （負債の部）

（１）連結貸借対照表

当連結会計年度末

（平成１５年３月３１日現在） 
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（２）連結損益計算書 （単位：百万円）

百分比

％
Ⅰ 145,316      100.0   

Ⅱ 120,004      82.6    

25,311       17.4    

Ⅲ 26,219       18.0    

908          0.6     

Ⅳ

1 12           
2 180          
3 98           
4 315          606          0.3     

Ⅴ

1 351          
2 45           
3 249          646          0.4     

948          0.7     

Ⅵ

1,663        1,663        1.2     
Ⅶ

1 1,804        
2 140          
3 957          
4 94           
5 34           
6 131          3,162        2.2     

2,447        1.7     

187          
△1,679      △1,491      △1.0   

955          0.7     当期純損失

退職給付費用

特別加算退職金

固定資産除却損

売上高

売上原価

金    額

当連結会計年度
自 平成１４年４月  １日

至 平成１５年３月３１日
科    目

受取配当金

持分法による投資利益

営業外収益

販売費及び一般管理費

売上総利益

営業損失

受取利息

特別利益

雑収入

支払利息

営業外費用

設立関連費用

雑支出

経常損失

賃貸契約解約益

特別損失

税金等調整前当期純損失

法人税､住民税及び事業税

法人税等調整額

投資有価証券評価損

土地評価損

会員権評価損
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（３）連結剰余金計算書 （単位：百万円）

（資本剰余金の部）

Ⅰ 26,954       
Ⅱ

0            0            
Ⅲ 26,954       

（利益剰余金の部）

Ⅰ 10,839       
Ⅱ

1 225          
2

75           

3 955          1,256        
Ⅲ 9,582        

（注）資本剰余金期首残高の内訳は以下の通りであります。
㈱ホーネンコーポレーション 資本金 10,038         
（連結貸借対照表計上額） 資本準備金 8,434          

味の素製油㈱ 資本金 12,240         
資本準備金 1,604          
利益剰余金 2,316          
評価差額金 2,320          

㈱豊年味の素製油（現 ㈱J-ｵｲﾙﾐﾙｽﾞ） 資本金 △10,000       
26,954         

科    目

当連結会計年度
自 平成１４年４月  １日

至 平成１５年３月３１日

金    額

資本剰余金期首残高

資本剰余金増加高

自己株式処分差益

資本剰余金期末残高

利益剰余金期首残高

利益剰余金期末残高

連結子会社減少に伴う
利益剰余金減少高

当期純損失

利益剰余金減少高

配当金
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(７) 重要なヘッジ会計の方法
①ヘッジ会計の方法 ：

②ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段 ヘッジ対象

為替予約 外貨建買掛金及び外貨建予定取引

金利スワップ 借入金

③ヘッジ方針 ：

④ヘッジ有効性評価の方法 ：

(８) 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

６．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時価評価法によっております。

７．連結調整勘定の償却に関する事項

８．利益処分項目等の取扱いに関する事項

９．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

連結キャッシュ･フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換
金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投
資からなっております。

主として繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替予約について
は振当処理の要件を満たしている場合は振当処理を採用し、金利スワッ
プについては特例処理の要件を満たしている場合は特例処理を採用して
おります。

ヘッジ期間全体のキャッシュ・フロー総額をひとつの単位とみなし、各
有効性判定時点で既経過分キャッシュ・フローに未経過の将来キャッ
シュ・フロー見込額を加算してキャッシュ・フロー総額を算定し、ヘッ
ジ対象とヘッジ手段の各キャッシュ・フロー総額の変動額を比較する方
法によっております。ただし、特例処理によっている金利スワップにつ
いては、有効性の評価を省略しております｡

為替変動または金利変動による債務の損失可能性を減殺する目的で行っ
ております。

連結調整勘定は、５年間で均等償却することとしております。ただし、金額が僅少の場合は、発生した期の損益として処
理しております。

連結会社（持分法適用会社を含む）の利益処分について連結会計年度中に確定した利益処分又は損失処理にもとづいてお
ります。
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（リース取引）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス･リース取引
   (１)リース物件の取得価額相当額､減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

   (２)未経過リース料期末残高相当額

   (３)支払リース料及び減価償却費相当額

   (４)減価償却費相当額の算定方法
　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

(注)

（有価証券）

１．その他有価証券で時価のあるもの
（単位：百万円）

（１）株        式
（２）債        券

（３）そ  の  他

（１）株        式
（２）債        券

（３）そ  の  他

支払リース料 213 百万円
減価償却費相当額 213

１ 年 超 531
合 計 754

754

１ 年 内 222 百万円

期 末 残 高
相 当 額 222 510 22

1,294
減 価 償 却 累 計 額
相 当 額 31 454 54 540

取 得 価 額 相 当 額 253 964 76

百万円 百万円 百万円 百万円

当連結会計年度

有形固定資産
機械装置
及び運搬具

有形固定資産
（その他）

無形固定資産
（その他） 合　計

差  額取得原価

当連結会計年度末
平成15年3月31日現在

連結貸借対照
表計上額

1,3012,178

-
0

小 計

-
50

-
-

-

2,229

49
-
-

1,714

-

-

927

10

1,302

合 計

国 債 ・ 地 方 債 等

そ の 他

社 債
- -

696
-

-
-

10

787
- -

-

686 △90

-

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

777

国 債 ・ 地 方 債 等
社 債

そ の 他

877

-

小 計

△90
2,926 1,212

(注)その他有価証券で時価のあるものについて、140百万円減損処理を行っております。

取得価額相当額及び未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産及び無形固定資産の期
末残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。
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２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券

３．時価評価されていない主な有価証券
（単位：百万円）

４．その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額

当連結会計年度（自 平成14年4月1日  至 平成15年3月31日）
（単位：百万円）

債券
(１) 国債・地方債等

(２) 社債

(３) その他

合計

（デリバティブ取引）

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

通貨関連 （単位：百万円）

種類

合計 2,696 - 768 △ 7

時価 評価損益

-

△ 6

△ 0

740

28
(28)

-

1,934

733

 米ドル

買建
コール

契約額等
うち一年超

オプション取引

 米ドル

区
分

市
場
取
引
以
外
の
取
引

当連結会計年度末
平成15年3月31日現在

為替予約取引

 (オプション

売建

1,305                           
(２)その他有価証券

(１)子会社株式及び関連会社株式

そ の 他

非 上 場 株 式

非 上 場 株 式

-
-

合 計

-
-

-
8

-
52

売 却 損 の 合 計 額 -
売 却 益 の 合 計 額 1                               

当連結会計年度
自 平成14年4月 1日
至 平成15年3月31日

売 却 額 24                              

当連結会計年度末
平成15年3月31日現在
連結貸借対照表計上額

１年以内 ５年超１０年以内

2,209                           

899                             
4                               

-
8

１年超５年以内

-
52

-
-

１０年超

-
-

（注）１．時価の算定方法
          為替予約取引・・・・・・先物為替相場によっております。
          オプション取引・・・・・当該契約を締結している金融機関から提示された価格によっております。
      ２．ヘッジ会計を適用しているものについては、開示の対象から除いております。
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（関連当事者との取引）

当連結会計年度（自 平成１４年 ４月 １日  至 平成１５年 ３月３１日）

該当事項はありません。

（税効果会計）

1． 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
（単位：百万円）

繰延税金資産
貸倒引当金損金算入限度超過額 69
土地評価減否認額 415
退職給付引当金損金算入限度超過額 1,711
役員退職慰労引当金否認額 201
未払金否認額 347
固定資産除却損否認額 548
減価償却費損金算入限度超過額 93
有価証券評価減否認額 112
会員権等評価減否認額 125
賞与引当金損金算入限度超過額 256
繰越欠損金 879
未実現利益 70
その他 83

繰延税金資産小計 4,915
評価性引当額 △ 364

繰延税金資産合計 4,551
繰延税金負債

土地の評価増による増加 △ 2,061
退職給付信託に係る益金不算入額 △ 759
その他有価証券評価差額金 △ 525
その他 △ 16

繰延税金負債合計 △ 3,361
繰延税金資産の純額 1,189

2． 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異原因となった主な項目の内訳  

当連結会計年度

当連結会計年度において税金等調整前当期純損失を計上しているため、記載を省略しております。
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